
長浜市建築物耐震対策総合支援事業（木造住宅耐震改修等事業） 

補助金交付申請書 

年  月  日 

 長浜市長   あて 

申 請 者                

〒    －       

住  所               

氏  名               

 電話番号     （   ）     
長浜市建築物耐震対策総合支援事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、補助金の交付を受けたい

ので、同要綱第３条に該当する補助対象建築物等及び補助対象者であることを確認するために、長浜市

が住民基本台帳、市税納付状況、他事業補助金申請償還状況及び建築確認申請等について照合を行うこ

とに同意し、次のとおり申請します。 

補 助 年 度 年度 補助事業の名称 木造住宅耐震改修等事業 

住 宅 の 所 在 地  

多 雪 区 域 の 内 外 □多雪区域  □多雪区域以外 

利子補 給制度を活 用 □する □しない 

補 助 金 交 付 申 請 額             円 

住 宅 の 種 類 専用住宅 ・ （       ）併用住宅 

建 築 年 次 年   月 階数・延べ床面積 階      ㎡ 

耐 震 改 修 前 の 
上 部 構 造 評 点  

耐 震 改 修 後 の 
上 部 構 造 評 点 

 

住 宅 所 有 者 名  
併用住宅の住宅 

以 外 の 面 積 
㎡ 

居 住 者 承 諾 
（賃貸 住宅の場合 ） 

居住世帯数（    ）   承諾（有り・無し） 

改 修 実 施 期 間      年  月  日から     年  月  日まで 

利 用 す る 助 成 制 度 

・県産材利用耐震改修モデル事業    （利用する・利用しない） 

・主要道路沿い耐震改修割増事業    （利用する・利用しない） 

・高齢者世帯耐震改修割増事業     （利用する・利用しない） 

・子育て世帯耐震改修割増事業     （利用する・利用しない） 

・避難経路ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化耐震改修割増事業  （利用する・利用しない） 

・内覧会開催耐震改修割増事業     （利用する・利用しない） 

※受付番号 
第       号 

※備考 

 （注）１ 不要な箇所は、＝線で抹消すること。 

    ２ ※印のある欄は、記入しないでください。 

    ３ 本人（代表者）が署名しない場合は、記名押印してください。 



木造住宅耐震改修実施の概要書 

実施した耐震診断の内

容 

□ 滋賀県木造住宅耐震診断マニュアル 
□ 一般財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方

法」に定める「一般診断法」又は「精密診断法」 
□ その他（                    ） 

耐 震 診 断 者 

氏 名                      

 滋賀県木造住宅耐震診断員：登録番号  第     号 

 （  ）級建築士     （  ）登録第     号 

 （  ）級建築士事務所  （  ）登録第     号 

耐震改修工事の設計者 

氏 名                      
 滋賀県耐震改修工事講習会修了者 
 登録番号 第         号 
 （  ）級建築士     （  ）登録第     号 
 （  ）級建築士事務所  （  ）登録第     号 

耐震改修工事の監理者 

氏 名                      
 滋賀県耐震改修工事講習会修了者 
 登録番号 第         号 
 （  ）級建築士     （  ）登録第     号 
 （  ）級建築士事務所  （  ）登録第     号 

改 修 工 事 の 施 工 者 

氏 名                      

 滋賀県耐震改修工事講習会修了者 

 登録番号 第         号 

今回行う工事の内容 

補助対象工事 補助対象外工事 

  

補助対象経費の算定 ①耐震改修工事費（設計、監理料含む） 円 

補 助 金 の 算 定 

木造住宅耐震改修工事事業費補助基本額   

上記①の金額の８０％（上限１１５万円（多雪

区域の場合１４０万円）） 

円 

（１，０００円未満切捨て） 

県産材利用耐震改修モデル事業 

（びわ湖材利用数量       ㎥） 
円 

主要道路沿い耐震改修割増事業（５万円）  円 

高齢者世帯耐震改修割増事業（５万円） 円 

子育て世帯耐震改修割増事業（５万円） 円 

避難経路バリアフリー化耐震改修割増事業 

バリアフリー改修工事費  

       円の２３％（上限１０万円） 
円 

（１，０００円未満切捨て） 

内覧会開催耐震改修割増事業（５万円） 円 

合  計 円 

備 考  


